＜税制に関する要望書＞
扶養控除の廃止や消費税の増税など、家計に負担を求める政策では、さらに景気が悪くなってしまいます。財源は、大企業・大資産家に応分の税負担を求めてつくってください。

　以上の趣旨から以下のことを要望します。
１、所得税・住民税の扶養控除の廃止、特定扶養控除の縮小は、しないで下さい。
２、消費税の増税方針を決めた法律
は、廃止してください。
３、納税者権利憲章を早急に制定し、納税者番号制は導入しないで下さい。

＜私の意見・要望＞








�所得税法付則第104条「消費税を含む税制の抜本改革を行うため平成23年度までに必要な措置を講ずる」








